
高度医療評価制度の概要

医学医療の高度化やこれ らの医療技術を受けたいとい う患者のニーズ等に対応

するため、薬事法の承認等が得られていない医薬品 。医療機器の使用を伴 う先進的

な医療技術を、一定の要件の下に、「高度医療Jと して認め、保険診療 と併用できる

こととし、薬事法上の承認申請等に繋がる科学的評価可能なデータ収集の迅速化を

図ることが目的

2 対象となる医療技術

(1)薬 事法上の承認又は認証を受けていない医薬品 。医療機器の使用を伴 う医療
技術

(2)薬 事法上の承認又は認証を受けている医薬品。医療機器の承認内容に含まれ
ない目的での使用 (いわゆる適応外使用)を伴 う医療技術

3 高度医療を実施する医療機関の体制に係る要件

(1)特 定機能病院又は高度医療を実施するにあたり緊急時の対応、医療安全対策
に老、要な体制等を有する医療機関

(2)臨 床研究に関する倫理指針などに適合 した研究実施体制
(3)使 用する医薬品 。医療機器に関し、適切な入手方法・管理体制 等

4 高度医療の技術内容に係る要件

(1)安 全性及び有効性の確保が期待できる科学的な根拠を有する医療技術
(国内外の使用実績や有用性を示す文献等 )

(2)臨 床研究に関する倫理指針などへの適合
(3)患 者及び家族への説明と同意等の倫理的な観点からの要件
(4)試 験記録の管理体制など科学的評価可能なデータ収集に係る要件 等

5 申請手続き等
(1)医 政局長の主催する「高度医療評価会議」にて評価
(2)医 政局研究開発振興課が窓口(保険併用については、保険局医療課 と連携 )

6 高度医療を実施する医療機関の責務
(1)実 績の公表及び報告
(2)重 篤な有害事象・不具合等が起こった場合の対応、公表及び報告 等

7 実施後の評価等

実施状況の報告や試験計画の終了時等に確認・評価
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平成21年 3月 31日

各都道府県知事 殿

高度医療に係る申請等の取扱い及び実施上の留意事項について

高度医療評価制度に係る申請等の取扱いや実施上の留意事項については
「高度医療に係

る申請等の取扱い及び実施上の留意事項について」 (平成20年 3月 31日 付け医政発第

0331022号厚生労働省医政局長通知)にて示しているところであるが、今般、高度医療評
価制度を運用していく中で、高度医療評価会議等から寄せられた御意見をもとに、当該通

知の要件等を一部変更するとともに、不明瞭な部分を明示し、当該通知について下記のと

おり全部の改正をするので、その取扱いに遺漏のないよう関係者に対し周知方をよろしく

お願いする。

併せて、「厚生労働大臣の定める先進医療及び施設基準の制定等に伴 う実施上の留意事

項、先進医療に係る届出等の取扱いについて」 (平成20年 3月 31日 付け保医発第0331003号

厚生労働省保険局医療課長通知.以下、「先進医療通知Jと いう。)における取扱いにも留
意するよう周知方をよろしくお願いする。

1 高度医療に係る基本的な考え方
(1)高度医療評価制度の趣旨
薬事法の承認等が得られていない医薬品

。医療機器の使用を伴 う先進的な医療技術に

ついては、一般的な治療法ではないなどの理由から原則として保険との併用が認められ

ていないが、医学医療の高度化やこれらの医療技術を安全かつ低い負担で受けたいとい

う患者のニーズ等に対応するため、これらの医療技術のうち、 一定の要件の下に行われ
るものについて、当該医療技術を「高度医療」として認め、先進医療の一類型として保

険診療と併用できることとし、薬事法による申請等に繋がる科学的評価可能なデータ収

集の迅速化を図ることを目的として創設されたものが、高度医療評価制度である。

(2)高度医療の取扱い
高度医療評価制度においては、有効性及び安全性の確保の観点から、制度の対象とな

る医療技術毎に実施医療機関の要件を設定し、当該要件に適合する医療機関において、

その医療機関に所属する医師の主導により適切に実施される医療技術について、高度医

療としてその実施を認め、本制度の対象とすることとする。

なお、高度医療に係る要件の適合性の評価 。確認については、厚生労働省医政局長主

催の高度医療評価会議が行い、高度医療に係る申請等の手続については、本通知に定め

るところによるものとする。
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(3)用語の定義
① 多施設共同研究 :高度医療のうち、実施する医療機関が複数存在するものをいう。
② 高度医療実施医療機関 :申請医療機関又は協力医療機関のいずれかに分類される高
度医療を実施する医療機関をいう。

③ 申請医療機関 :高度医療に係る技術の申請を行 う医療機関をいう。
④ 協力医療機関 :多施設共同研究を行 う場合において、高度医療に係る協力を申請医
療機関に対して行 う機関をいう。

⑤ 調整医療機関 :協力医療機関のうち、申請医療機関と他の協力医療機関の調整を行
う機関をい うc(協 力医療機関が複数存在する場合において、協力医療機関の うち 1
の医療機関を調整医療機関とすることができる。)

⑥ 実施責任医師 :所属する医療機関における高度医療の実施に関して責任を有する医
師をい うc

2 高度医療評価制度の対象となる医療技術
(1)薬事法 (昭和35年法律第145号 )第 14条第 1項に規定する承認又は第23条 の 2第 1
項に規定する認証 (以下 「承認又は認証」とい う。)を受けていない医薬品又は医療
機器の使用を伴 う医療技術

(2)薬事法上の承認又は認証を受けて製造販売されている医薬品又は医療機器を、承認
又は認証 された事項に含まれない用量、用法、適応等により、同一の又は外の効能、

効果等を目的とした使用を伴 う医療技術

3 高度医療を実施する医療機関の要件
高度医療実施医療機関は、次の (1)か ら (4)ま での要件を満たす保険医療機関であ
ること。

(1)医療法 (昭和23年法律第205号)第 4条の 2に規定する特定機能病院又はその他高
度医療を実施するに当た り必要な次の①及び②の体制を有する医療機関であること。

なお、その具体的な内容については、高度医療評価会議において、医療技術ごとに要

件を設定する。

① 緊急時の対応が可能な体制を有すること。
② 医療安全対策に必要な体制を有することc

(2)臨床研究に関する倫理指針 (平成20年厚生労働省告示第415号)に適合する実施体
制を有すること。また、ヒト幹細胞を用いる医療技術については、ヒト幹細胞を用い

る臨床研究に関する指針 (平成18年厚生労働省告示第425号)に適合する実施体制を
有するなど、医療技術に応 じた指針に適合する実施体制を有すること。

(3)高度医療 として実施され,る 医療技術において使用する医薬品 。医療機器の管理体制、
入手方法等が適切であること。

(4)高度医療実施医療機関の開設者は、院内で行われる全ての高度医療について実施責
任医師、研究内容等を把握できる体制を確保すること。
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4 高度医療の技術に係る要件
次の (1)及び (2)の要件を満たす医療技術であることのなお、試験計画 (試験期間、
症例数、評価基準等に関する記載を含む。)については、過去の使用実績等における有効
性及び安全性に関する知見に応 じて、予定の試験期間及び症例数、モニタリング体制及び

実施方法等を設定すること。特に、症例報告のみで原著論文としての公表がなされていな

い技術や過去の使用実績が乏 しい技術等については、予定の試験期間及び症例数を限定す

るとともに、厳重なモニタリング体制を構築する必要があることに、留意されたいЭ

(1)国内外の使用実績や有用性を示す文献等の科学的な根拠に基づき、有効性及び安全
性の確保が期待できる医療技術であること。

(2)高度医療の試験計画が次の項目をすべて網羅する内容であること。
① 臨床研究に関する倫理指針に適合 していることQま た、ヒト幹細胞を用いる医療技
術については、ヒト幹細胞を用いる臨床研究に関する指針に適合していることなど、

医療技術に応 じた指針に適合していること。

② 万が一不幸な転帰となった場合の責任 と補償の内容、治療の内容、合併症や冨1作用
の可能性及び費用等について、事前に患者やその家族に説明し文書により同意を得る

ことG

③ 実施責任医師を明示すること。また、当該実施責任医師の下に、当該高度医療を実
施する医師が管理されていること。

④ 有効性及び安全性が客観的に確認でき、医療機関内の倫理審査委員会等において認
められた試験計画 (試験期間、症例数、評価基準等に関する記載を含む。)で あるこ
と。

⑤ 試験記録の保管や管理が適切に行われ、データの信頼性が一定程度確保されている
ことc

⑥ 多施設共同研究の場合は、協力医療機関の実施責任医師の氏名、所属科及び役職に
ついても明示されていることc

(3)なお、臨床データの信頼性確保においては、次の体制の確保に努められたい。
① データマネージメン ト体制が確保されていること。
② 多施設共同研究を行 う場合は、多施設共同研究としての実施可能なモニタリング体
制等が確保されていること。

5 高度医療に係る申請等
(1)申 請
申請医療機関の開設者及び協力医療機関の開設者は、高度医療申請様式第 1号による

高度医療実施申請書 (以下、「申請書」というc)正本 1通 (添付書類及び添付文献を含
む。)及び副本 9通 (添付書類及び添付文献を含む。)を厚生労働省医政局長に提出する
こと。なお、申請に当たつては、厚生労働省医政局研究開発振興課に事前に相談するこ

ととし、別添の 「高度医療に係る事前相談申込書」により申し込むこと。

(2)申 請書の添付書類
申請医療機関の開設者は、次の書類を申請書に添付すること。また、協力医療機関の

開設者は、次の書類のうち、③、⑤、⑥、⑦及び⑩の書類を申請書に添付すること。

① 高度医療の実施診療科及び実施体制 (高度医療申請様式第 2号 )



② 高度医療の実施計画 (高度医療申請様式第 3号 )
③ 宣誓書 (高度医療申請様式第 4号 )
④ 高度医療の内容 (概要)(高度医療申請様式第 5号 )
⑤ 高度医療に要する費用 (高度医療申請様式第 6号 )
⑥ 高度医療に係る費用の積算根拠 (高度医療申請様式第 7号 )
⑦ 高度医療の実施科及び実施体制 (高度医療申請様式第 8-1号 及び 8-2号 )

高度医療実施医療機関に特定機能病院以外の医療機関が含まれる場合に、当該書類

を添付すること。

③ 高度医療を実施可能とする保険医療機関の要件 として考えられるもの (高度医療申
請様式第 9号 )
高度医療実施医療機関に特定機能病院以外の医療機関が含まれる場合に、当該書類

を添付すること。

⑨ 同意文書 (患者及び家族への説明文書)及び同意書の雛形
⑩ 第 3項先進医療届出書 (新規技術)(高度医療別添様式第 1号 )

(3)申 請書の添付文献
申請書には、次の文献を添付すること。なお、添付する文献は、査読のある学術雑誌

であることを原則 とする。また、②の文献について、添付が困難な場合には、その理由

を明示すること。

① 当該技術の内容を論述 した論文  1本 以上
② 当該技術の有効性及び安全性を評価 した原著論文  1本 以上
なお、当該医療機関における実績に基づく論文又は報告書があれば併せて添付するこ

とc

(4)評価結果について
高度医療評価会議において高度医療 として適当であると認められた技術については、

先進医療専門家会議に報告されるものであること。

また、高度医療評価会議における評価結果については、厚生労働省医政局長より、申

請医療機関の開設者に連絡する ()のであること。申請医療機関の開設者は、高度医療評

価会議における評価結果について協力医療機関に連絡すること。

(5)既存の高度医療に追加で参加を希望する協力医療機関の申請
既存の高度医療に追加で参加を希望する医療機関の開設者は、高度医療申請様式第 1

号による申請書正本 1通 (添付書類を含むc)及び副本 9通 (添付書類を含むっ)を 申請
医療機関に提出すること。申請医療機関の開設者は、申請書等を厚生労働省医政局長に

提出し、高度医療の実施の可否について確認を受けることcその場合の添付書類は、下
記に掲げるものとする。

(既存の高度医療に新たに参加する医療機関の申請書の添付書類 )

① 高度医療の実施診療科及び実施体制 (高度医療申請様式第 2号 )
② 宣誓書 (高度医療申請様式第 4号 )
③ 高度医療に要する費用 (高度医療申請様式第 6号 )
④ 高度医療に係る費用の積算根拠 (高度医療申請様式第 7号 )
⑤ 高度医療の実施科及び実施体制 (高度医療申請様式第 8-1号 及び 8-2号 )
特定機能病院以外の医療機関が高度医療を実施する場合についてのみ添付すること。

⑥ 高度医療を実施可能とする保険医療機関の要件として考えられるもの (高度医療申
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請様式第 9号 )
当該申請の段階で高度医療実施医療機関が特定機能病院のみで構成されてお り、追

加で参加を希望する医療機関が特定機能病院でない場合に、当該書類を添付すること。

⑦ 第 3項先進医療届出書 (既存技術)(高度医療別添様式第 2号 )

6 高度医療の取下げ
申請医療機関の開設者は、高度医療に係る申請書を提出後、厚 生労働 大 臣が定 め る

先進 医療 及 び施 設 基 準 (平 成 20年 厚 生 労働 省 告 示 第 129号 。 以 下 「先進 医療

告示 」 とい う。)が 当該 技 術 を第 3項 先進 医療 と定 めた 日よ り前 に、何 らかの
理由により高度医療に係る申請を取 り下げる場合には、高度医療取下様式第 1号により、

厚生労働省医政局長に申し出ることc

また、先進医療告示が当該技術を第 3項先進医療 と定めた日以 降 に、何らかの理由に

より高度医療の取下げを行 う場合には、当該技術を高度医療 として実施 しないこととなる

予定日の60日 前までに、高度医療取下様式第 2号及び第 3号により、厚生労llt省 医政局長
に申し出ること。

7 高度医療の申請内容の変更に係る届出
協力医療機関の開設者は、既に実施されている高度医療に係る申請内容について変更が

生 じた場合には、申請医療機関に報告すること。申請医療機関の開設者は、協力医療機関

の申請内容を含め、既に実施されている高度医療に係る申請内容に変更が生じた場合には、

高度医療別添様式第 3号、第 4号及び申請内容の変更事項に関する添付文書等を、厚生労

働省医政局長に提出すること。

高度医療に係る要件の適合性の評価・確認については、必要に応 じて、高度医療評価会

議を開催 し、同会議において評価を行 うこと。

8 高度医療に係る公表、報告、立入 り調査等
高度医療実施医療機関は、次に掲げる事項を実施すること。適切に実施 されていないこ

とが判明した場合には、高度医療の取消しその他の措置を行 う。

(1)実績の公表
高度医療実施医療機関は、高度医療に係る実施状況等について公表すること。なお、

公表の方法等については、厚生労働科学研究の募集要項 (計画の公表 )、 臨床研究に関

する倫理指針に掲げる実績の公表の方法を準用すること。

(2)重篤な有害事象・不具合等が起こった場合の対応、公表及び報告
高度医療実施医療機関は高度医療の実施により、予期 しない重篤な有害事象や不具合

等が発生した場合には、速やかに必要な対応を行 うことのまた、倫理審査委員会等に報

告し、その意見を聞き、院内での必要な対応を行い、他の高度医療実施医療機関、当該

医療技術に関係する研究の実施を登録 している医療機関等への周知等を行 うこと。同時

に、これらの対応状況・結果について速やかに公表するとともに、以下に掲げる報告を

行 うこと。

① 安全性報告
高度医療について、安全性の問題が生 じた場合は、高度医療別添様式第 5号により直

ちに厚生労働省医政局長に報告することcま た、高度医療による副作用又は合併症 (以

下「副作用等」というc)に より、次のア又はイに掲げる症例 (ア 又はイに掲げる症例に

該当の適否の判断に迷 う場合を含む。)が発生したものについては、それぞれア又はイ
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に掲げる期 日までに地方厚生 (支)局長を経由して速やかに厚生労働大臣に報告するこ

とc

ア)死に至る又はそのおそれのある症例については、発生より7日 以内に届け出ることc

イ)次に掲げる症例 (ア に掲げるものを除く。)であって、当該症例の発生又は発生数、
発生頻度、発生条件等の発生傾向が従来の治療成績から予沢1できないものについては、

発生より15日 以内に届け出ること。

(ア )副作用等の治療のために別の入院又は入院期間の延長が必要とされる症例 (ただ

し、副作用等の治療のために入院 したが、安静治療等により特段の対応を行ってい

ない場合等は当該症例に該当するが、副作用等の検査を行 うための入院又は入院期

間の延長が行われた場合、副作用等が治癒又は軽快 しているものの経過観察のため

の入院が行われた場合等は、当該症例に該当しない。)

(イ )日 常生活に支障をきたす程度の機能不全を示す又はそのおそれのある症例

(ウ )(ア )又は (イ )に掲げる症例のほか、患者を危機にさらすおそれがあるもの、
ア又は (ア )若 しくは (イ )に掲げる症例に至らないよう診療が必要となるもの等
の重篤な症例 (例 集中治療を要する症例等)
なお、代替可能な既に保険収載 されている治療法等において同様の副作用・合併症

が発生することが明らかにされている場合にあつても報告すること。

② 健康危険情報に関する報告
高度医療実施医療機関は、国内外を問わず、自ら実施する高度医療に係る国民の生命、

健康の安全に直接係わる危険情報 (以下 「健康危険情報」とい う。)の収集に努め、健
康危険情報を把握 した場合は、高度医療別添様式第 6号により直ちに厚生労働省医政局
長に報告すること。

なお、承認又は認証を受けて製造販売された医薬品又は医療機器を使用する高度医療

において、医薬品又は医療機器の副作用、不具合等の事由によるものと疑われる場合に

は、薬事法第77条の 4の 2第 2項に留意 し、適切に対応すること。

(3)立入 り調査
高度医療実施医療機関は、試験実施中のプロ トコール、症例記録の確認、臨床研究に

関する倫理指針に規定する要件への適合状況の確認等のため、厚生労働省が事前の通告

なく行 う実地調査等に応 じること。

(4)高度医療に関する説明責任
高度医療に関係するすべての事項に関する説明責任は、高度医療実施医療機関にある

ものとし、医療機関の開設者は、適切に説明責任を果たせるよう、予め、十分な検討を

行い、必要な措置を講ずること。

9 医薬品及び医療機器の入手等
2(1)の 医療技術のために使用する医薬品 。医療機器の入手に関しては、以下のいず
れかの方法によることができる。

(1)当 該高度医療の実施責任医師の指示の下での製造 (他者に直接依頼 して製造する場
合を含むcなお、他者に依頼 して製造する場合、高度医療に係る使用に供するもので
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あることを添えて文書により製造する者に依頼するとともに、当該文書を保管するこ

と)。

(2)当該高度医療の実施責任医師の指示による個人輸入 (「医薬品等輸入監視要領」 (平

成17年 3月 31日 付け薬食発第0331003号厚生労働省医薬食品局長通知)に従つて手続
きを行 うこと)

10 高度医療の実施状況の報告
申請医療機関の管理者は、以下の報告を行 うこと。

(1)定期報告
先進医療通知第 3の 8による定期報告を行 うこと。

(2)高度医療ごとの実績報告
高度医療評価会議において承認 された試験期間中に実績報告を求められた技術につい

ては、求められた期間又は症例数に達した場合、厚生労働省医政局長に報告すること。

(3)高度医療評価会議において承認された試験期間又は症例数が終了した際の報告
高度医療評価会議において承認された試験期間又は症例数が終了した場合、厚生労働

省医政局長に報告すること。

(4)薬事法に基づく申請等が行われた場合の報告
高度医療に係る医薬品 。医療機器について、企業から、薬事法に基づく申請等が行わ

れた場合は、厚生労働省医政局長に報告することc

(5)随時σ)報響野
(1)か ら (4)ま でに掲げる報告の他、高度医療評価会議から報告を求められた場
合は、実施状況について報告すること。

11 高度医療の実施後の取扱
高度医療評価会議においては、高度医療実施医療機関からの報告等に基づき、要件の適

合性、計画の実施状況、試験結果等について検討を行 う。申請医療機関の開設者は、高度

医療評価会議における検討を踏まえ、当該試験結果等を踏まえた新たな試験計画に基づく

高度医療に係る申請、医薬品等の製造販売業者 との協力による「適応外使用に係る医療用

医薬品の取扱いについて」 (平成11年 2月 1日 付研第 4号厚生労働省医政局研究開発振興

課長、医薬審第104号厚生労働省医薬食品局審査管理課長通知)等の適用や治験への可能

性等について、厚生労働省医政局研究開発振興課に相談することc

なお、高度医療評価会議における検討の結果、当該高度医療の実施が不適当と判断され

た場合、又は本通知 2に規定する高度医療評価制度の対象となる医療技術に該当しないこ

ととなった場合には、当該高度医療を取 り消すものとし、理由を付 して厚生労働省医政局

長から、高度医療実施医療機関に対 し通知すること。

12 文書の送付
高度医療に係る申請、申出、届出、報告等については、厚生労働省医政局研究開発振興

課に関係文書を送付すること。
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13 その他
高度医療の届出に当たっては、別添の 「高度医療に係る届出書等の記載要領」を参考と

する。

14 適用期 日
この通知は、平成21年 4月 1日 から適用する。

なお、本通知の適用の際現に申請医療機関の開設者又は協力医療機関の開設者が厚生労

働省医政局長に従前の取扱に基づく申請書を提出している場合は、当該申請に関する本通

知の手続は、なお従前の例による。



(男1,恭 )

FAX:03-3503-0595

厚生労働省医政局研究開発振興課  高度医療担当宛

高度医療に係る事前相談申込書

TEL   i

FAX   :

e一mail :

担当者の所属及び

氏名

使 用す る医薬 品又

は医療機器

(一般名、製品名、

企業名、使用方法、

未承認、適応外の内

容がわかるように記

載)

第 1希望

第 2希望

第 3希望

月

月

月

日

日

日

時 ～
時 ～
時 ～

寺

寺

寺

相談希望 日時

(原 則l、 毎週火、木

曜日の午後)

訪問予定者の氏名

(使用する医薬品・

機器の取扱企業担当

者 1)lpD行 ください。)

※ 事前相談の申し込みに当たつては、下記の書類を当方分として 2部 ご準備 く
ださい。

(1)高度医療実施申請書 (案 )
(2)技術の内容を解説 した資料

及び添付書類一式

(図表など用いた解説書 )
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高度医療に係る届出書等の記載要領

高度医療に係る届出書等の様式及び実績報告については、以下の留意点に従い記載する

こと。

1.開設者氏名
国立高度専門医療センター等が届出する場合であって、その内部で権限の委任が行われて

いるときは、「開設者氏名」欄に病院の管理者氏名を記載 しても差し支えないこと。

2.高度医療実施申請書 (高度医療申請様式第 1号 )
① 事務担当者のE‐ mailア ドレスについては、担当者が変更になった場合でも、連絡
可能なア ドレスを記載することが望ましい。

② 被験者等への同意については、説明方法、説明時期などインフォーム ドコンセン トの
方法を記載すること。また、 「注」にあるZ、須事項についてすべて記載 した同意文書の

雛形を添付すること。

③ 補償の有無については、高度医療の実施に伴い被験者に生 じた健康被害の補償の
ための補償金、医療費、医療手当の支給の有無について明示することc

④ 保険への加入の有無については、高度医療の実施に伴い被験者に生 じた健康被害の

補償のための措置 として、保険に加入している場合には、「有」とすること。

⑤ その他の措置については、高度医療の実施に伴い被験者に生じた健康被害の補償の
ための措置として講 じている保険への加入以外の措置の内容 (例 :健康被害に対する

医療の提供及びその他の物又はサービスの提供)を記載すること。

3.高度医療の実施診療科及び実施体制 (高度医療申請様式第 2号 )
(1)「 申請医療機関」、「調整医療機関J及び 「協力医療機関」

①申請医療機関が、調整医療機関及び協力医療機関についても併せて記載 し、提出する

こと3

② 当直体制については、当直医師が所属する診療科名、当直医師の人数を記載する
こと。

③ 医療安全対策については、医療安全責任者氏名、医療安全委員会の開催の頻度、
開催 日等を記載すること。

④ 協力医療機関が複数存在する場合において、協力医療機関のうち、申請医療機関と
他の協力医療機関の調整を行 う医療機関を選定する場合、「調整医療機関」欄に当該

医療機関の情報を記載すること。

⑤ 協力医療機関が多数の場合には、必要項 目の一覧表を作成 し、添付すること。

(2)倫理審査委員会の構成員及び承認年月日
①  「申請医療機関J、 「調整医療機関、 「協力医療機関」すべてについて、 「倫理審査
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委員会の構成員及び承認年月日」を記載すること。

② 倫理審査委員会の構成員について、「医学 。医療の専門家等自然科学の有識者」、
「法律学の専門家等人文 。社会科学の有識者」、「一般の立場を代表する者」のいずれに

該当するかを明記するとともに、
「外部委員」である場合には、その旨を記載する

こと。また、男女の別についても記載すること。

③ 臨床研究の倫理指針において、倫理審査委員会の運営に関して定められた細則を
遵守 していることを明記すること。

4.高度医療の実施計画 (高度医療申請様式第 3号 )
(1)使用する医薬品又は医療機器

① 医薬品又は医療機器の一般名、製品名、製造販売業者名及びその連絡先を記載する
こと。

② 複数の未承認又は適応外の医薬品 。医療機器を用いる場合は、製品毎に記載する
こと.

③ 使用する医薬品又は医療機器の使用法等の情報についても記載すること。

(2-2)承 認に関する情報
① 複数の未承認又は適応外の医薬品 。医療機器を用いる場合には、医薬品・医療機器
ごとに記載すること。

② 薬事法 (昭和 35年法律第 145号)第 14条第 1項に規定する承認又同法第 23条の
2第 1項に規定する認証 (以下 「承認又は認証」というc)を受けていない医薬品又は
医療機器を使用する場合には、 「未承認」と記載すること。また、薬事法上の承認又は

認証を受けて製造販売されている医薬品又は医療機器を、承認又は認証された事項に

含まれない用量、用法、適応等により、同一の又は外の効能、効果等を目的として

使用する場合には、「適応外」と記載すること。

③  「適応外使用」の場合には、 「薬事承認 されている適応等」について、使用する

医療機器又は医薬品の薬事法承認番号、薬事法上の使用 日的、効能及び効果を記載

すること。

④ 使用する医薬品又は医療機器が薬事法において適応外使用に該当する場合は、当該

医薬品又は医療機器について適応拡大に伴 う薬事法一部変更申請の状況等について、

製造販売業者等に確認の上で記載すること。

⑤ FDA承認、EMEA承認、CEマークの取得以外に、海外における承認等がある場合
には記載することcま た、欧米における保険適用の有無についても調査 し、記載する

ことが望ましい。

(3)適応症及び期待される効能・効果
① 従来から同一の目的で実施 されている治療法等がある場合には、当該治療法等の

内容を記載の上、従来の方法と比較 して、当該技術の有効性に関して記載すること。

②  申請医療機関等における実績について具体的なデー タを簡潔に記載すること
(例 ○例中●例においては、△▲の結果であつた)。
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③ 文献等において示された有効性を簡潔に記載すること。
④ 当該技術が検査の場合には、診断の結果がいかなる治療の選択につながるのかに
ついて具体的に記載すること。

(4)予想される安全性情報
① 申請医療機関等において、当該技術を実施 した実績がある場合には、その際の有害
事象の発生状況について簡潔に記載すること3ま た、文献等において当該技術に係る

有害事象の報告がなされている場合には、その概要を記載すること3

② 適応外使用の医薬品又は医療機器については、適応症 として使用された際の有害
事象の発生状況について記載すること。

③ その他、使用する医薬品又は医療機器の特性から予想される安全性情報についても
記載すること。

(5)被験者の適格基準及び選定方法
① 選定基準及び除外基準を明確に記載すること。なお、被験者の基準が学会のガイ ド
ライン等により定められている場合には、記載すること。

② 候補から選定までの方法を記載すること。

(6)治療計画
① 当該医療技術の実施方法を具体的に記載することcなお、本欄の記載のみでは内容の

把握が困難であると予想 されるような技術については、その方法を詳記 し別途添付

すること。

(例 )検査 … 検体内容、検体採取方法、検査方法、主な使用機器の使用方法 等
手術 … 術式、主な使用機器の使用方法 等

(7)有効性及び安全性の評価
① 収集する情報、有効性及び安全性の評価方法等を具体的に記載すること。また、
既存の治療方法との比較や、術前 と術後の比較により、当該技術が有効であったと

判断する場合の判定方法を詳細に記載すること。

② 安全性を評価するために収集する有害事象を明確に記載すること。

(7-2)予 定の試験期間及び症例数
① 予定の試験期間及び症例数を設定した根拠についても記載することc
② 生物統計学的設定根拠をできる限り記載すること。

(8)モ ニタリング体制及び実施方法

① 高度医療実施医療機関において、実施責任医師、高度医療を実施する医師等の高度
医療に携わる者において、治療結果、有害事象の発生状況等に関する情報の共有等を

行 うための方法について記載すること。
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② 多施設共同研究の場合には、高度医療実施医療機関間において、治療結果、有害
事象の発生状況等に関する情報の共有等を行うための方法についても記載すること。

③ 高度医療実施医療機関において、試験計画の進捗状況を管理する体制及び実施方法に
ついて記載すること。

④ 多施設共同研究の場合には、高度医療実施医療機関間において、試験計画の進捗
状況を管理する体制及び実施方法についても記載すること。

(9)被験者等に対して重大な事態が生じた場合の対処方法及び補償内容

① 補償の有無については、高度医療の実施に伴い被験者に生じた健康被害の補償の
ための補償金、医療費、医療手当の支給の有無について明示すること。

② 保険への加入の有無については、高度医療の実施に伴い被験者に生じた健康被害の
補償のための措置として、保険に加入 している場合には、

「有」とすること。「有」と

した場合については、その内容についても記載すること.

③ その他の措置については、高度医療の実施に伴い被験者に生じた健康被害の補償の
ための措置として講じている保険への加入以外の措置の内容 (例 :健康被害に対する

医療の提供及びその他の物又はサービスの提供)を記載すること。

(10)試験に係る記録の取扱い及び管理・保存方法
① 診療情報の管理方法だけでなく、有効性、安全性の評価等を行 うための記録に
ついて、保管場所、記録の入力・閲覧を行う者の範囲等を明確に記載すること。

② 記録を保管するコンピュータが、インターネットに接続されていない場合や、情報に
アクセスする際に ID及びパスワー ドの入力を必要とする場合には、その旨を記載

すること。

③ 協力医療機関において、内容がことなる場合には、協力医療機関における取扱い
及び管理・保管方法についても記載することG

④ 調整医療機関等が、一元的に試験に係る記録を管理・保管する場合には、具体的な
連携方法を記載することc

⑤ 治験センター等の外部機関を活用する場合には、その旨を記載すること。

(11)患者負担について
① 高度医療に係る患者負担額を具体的に記載することの

(12)起こりうる利害の衝突及び研究者等の関連組織との関わり
① 企業等に対して、人材派遣 。会議手配 。プロトコールの作成補助・データ形成等を
依頼する予定がある場合には記載すること

② 開発中のものを含め、市場において競合することが想定される製品を「競合品目」と
し、競合品目を開発中又は製造販売中の企業を「競合企業」とする。競合品目が存在

する場合には理由も添えて記載すること。



(13)個 人情報保護の方法
① 匿名化を行 う時期、方法について、具体的に記載することこ

(14)試 験計画の公表方法
①登録済の項 目があればID番号まで記載すること。

(15)文 献情報
① 添付文献及びその他の参考となる文献の出典情報等を記載することc

5.高度医療の内容 (概要)(高度医療申請様式第 5号 )
①  「内容」欄には、当該技術の内容を簡潔に記載し、先進性、概要、効果、高度医療に
係る費用等について記載すること。

6.高度医療に要する費用 (高度医療申請様式第 6号 )
① 高度医療に関する費用については、典型的な症例について試算 したものであり、
あくまで参考額であることに留意されたい。

② 典型的な症例について、原則 として健康保険被保険者本人の場合 として記載する
ことcただし、やむを得ず他の場合として計算 した場合にはその旨を記載すること。

③ 添付する 「保険外併用療養費分」の内訳は、診療報酎‖明細書の記載に準ずること。

7.高度医療に係る費用の積算根拠 (高度医療申請様式第 7号 )
「機器使用料の内訳」欄の積算方法については以下のとお りである。

ア 機器使用料は使用機器の1回償去「費の積算により算出することc
イ 残存価格購入価格の10分の 1
ウ 償却費 =購 入価格 一 残存価格
二 年間償去「費 =償 却費 ÷ 耐用年数
オ 1回償去「費 =年 間償却費 ■ 年間使用回数
力 届出の時点で耐用年数を過ぎた使用機器については、償却費は発生 しないものと
して積算すること。

8.高度医療の実施科及び実施体制 (高度医療申請様式第 8-1号 及び第 8-2号 )

① 当該技術の経験症例数については、当該技術が手術等である場合は、助手としての
経験症例数及び術者としての経験症例数を記載すること。また、検査等については、

実施者としての経験症例数を、「術者 (実施者)と しての経験症例数」欄に記載する

こと。

② 経験症例数とは、有効かつ安全に実施 した症例数であることこ
③ 診療科別の常勤医師数については、各診療科の常勤医師数を記載すること。また、
病理部門、輸血部門等の診療科に準ず る部門において常勤医師が配置 されている

場合は、当該部門についても記載すること。
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④ その他については、学会認定施設、当該技術を自施設内で全て実施すること等の

要件を記載すること。

9.高度医療を実施可能とする保険医療機関の要件として考えられるもの (高度医療申請

様式第 9号 )

① 届出を行 う保険医療機関において、当該技術を適切に実施するに当た り必要 と
考えられる保険医療機関の要件について記載下さい。

②  「当該技術の経験症例数」については、当該技術が手術等である場合は、助手と
しての経験症例数及び術者 としての経験症例数を記載することЭまた、検査等に

ついては、実施者としての経験症例数を、 「術者 (実施者)と しての経験症例数」欄に

記載すること。

③  「診療科」については、病理部門、臨床検査部、輸血部等の診療科に準ずる部門に
ついても必要に応 じて記載すること。

10.既 評価技術に係る施設届出
高度医療施設届出書 (既評価技術)の届出においては、高度医療申請様式第 1号、

第 2号、第 4号及び第 6号から第 9-2号 並びに高度医療別添様式第 2号を使用する
こととなるが、記載内容については上記 2、 3及び 6か ら9と 同様であること。

11.高 度医療に伴う冨1作用 口合併症について (高度医療別添様式第 5号 )
当該技術の実施に伴い副作用、合併症の発生があった症例について、それぞれ記載する

こと。

12.高 度医療に係る健康危険情報について (高度医療別添様式第 6号 )
① 当該技術に係る健康危険情報を把握 した場合に記載することc
②  「情報に関する評価・コメン ト」については、以下のグレー ド分類において該当
するものを記入の上、当該情報についてのコメン トを記載すること。なお、国外の

関係機関とは、世界保健機関、米国食品医薬品庁、米国防疫センター等を指すもので

ある。

ア グレー ドA情報 :重要情報
。本邦において何らかの健康への影響がある可能性があり、緊急性が高く、科学的

根拠が明確である場合

。本邦において何らかの健康への影響がある可能性があり、緊急性が高く、科学的

根拠は明確ではないが重大な健康問題になると予測される場合

,本邦において何らかの健康への影響がある可能性があり、緊急性が高く、国外の

関係機関が重大な健康問題として警告 している場合

イ グレー ドB情報 :情報提供 。経過注視
。本邦において何らかの健康への影響がある可能性があるが、緊急性が高くない場合

。本邦において健康への影響がある可能性は低いが、国外の関係機関が重大な健康

問題 として警告 している場合



本邦において健康への影響がある可能性は低いが、科学的根拠が明確である場合

グレー ドC情報 :参考情報

本邦において健康への影響がある可能性は低く、科学的根拠も明確ではない場合

既知の情報である場合

国内対策が既に行われている場合

3.高度医療実施申請書に係る添付文献の提出方法
(1)添付文献については、各論文の 1枚 目に当該医療技術に関する文献情報に対応した

番号等をつけた見出しをつけること。

(2)書類は申請書と添付書類をまとめて 1つに綴 じ、添付文献は別綴 とすること。

4.その他
(1)高度医療実施申請書、添付書類等の用紙は、日本工業規格A列 4番 とすること。

(2)事前相談後、 6ヶ 月を経過 した場合は申請前に再度、事前相談を申し込むこと。

(3)同意文書において、患者相談等の対応について、当該診療科だけでなく、医療

相談室やCRCな ども載せることが望ましい。

(4)症例報告書 (CRF:Case Report Form)を提出すること。
(5)薬事承認までのロー ドマップを提出すること。
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国内外ともに未承認の医薬品 口医療機器を用いる医療技術を

評価する際の観点について

平成 21年 9月 30日

第 11回高度医療評価会議

高度医療評価会議において、国内外ともに未承認の医薬品・医療機器を用いる医療技術の評

価の際には、原則として以下のすべての要件を満たされていることが必要であることとする。

I。 国内外 ともに未承認 の医薬 品・ 医療機器 を用いる新規技術 を評価す る際 に

特 に必要 とす る要件

1 有効な代替医療技術のない疾患を対象としていること。
2.関係する法令又は指針(GCPもしくは該当する臨床研究指針等)の遵守のもとに行われた

数例以上の当該施設での臨床使用実績があること及びその 1症例ごとの十分な検討がなさ

れていること。

3_使用する試験薬口言式験機器の品質を担保するため、試験薬・試験機器概要書 (薬理毒性、

薬物動態及び薬物代謝、非臨床試験成績並びに先行する臨床試験のデータ等を記載する

こと。)が提出されていること。

H.高 度 医療評価制度 に申請 され るすべての医療技術 に求 め られ る要件 では

あるが、国内外ともに未承認の医薬品 0医療機器を用いる新規技術について

は特に厳密に考慮されるべき要件

4 高度医療技術の試験実施計画 (プロトコール)が、単なる未承認製品の試用にとどまらず、

当該臨床試験を実施した結果、被験製品の有効性及び安全性について治験に繋がる科学

的なエビデンスが得られる設計となつていること、又は次に行われるべき治験の試験計画の

設定根拠となるエビデンスを作り出せる設計となっていること。

5 高度医療として行われる臨床研究は、治験を計画あるいは実施できない正当な理由を明

示した上で、医師又は歯科医師が主体となって計画・実施されるものであること。

III。 国内外 ともに未承認 の医薬品・ 医療機器 を用い る新規技術 の採択後 に求

め られ る要件

6 安全性・有効性が確立しておらず、その評価が不足した医療技術であることに鑑み、高度

医療評価会議が指定する期間毎に、試験結果 (安全性データ、中間解析による試験の継続

の可否等)を報告し、医療技術の実施を継続することの可否について高度医療評価会議の

判断を仰ぐこと。

フ 高度医療技術の評価期間中 (実施中)は、当該高度医療技術については、実施医療機関

(協力医療機関を含む。)においては、高度医療評価会議で承認された試験実施計画のみに

基づき実施すること。 ただし、当該医療技術を用いた当該疾患以外の疾患を対象に行う臨

床言式験を制限するものではない。
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健康長寿社会実現のためのライフロイノベーションプロジエクト
《厚生労働省・文部科学省日経済産業省の三省協働で一体的に推進 》

※元気な日本復活特別枠要望額:厚生労働省 233億円(三省関連予算合計額 605億円)

難病、がん等の医療の実用化を推進し、日本発の革新的な医薬品・医療機器の創出によ生

健康長寿社会を実現するとともに、国際競争力強化による経済成長を実現する。

民主党マニフェスト(抜粋) 医療機器・医薬品のイノベーション、 IC丁 と医療 口介護産業融合による遠隔医療、三
:            再生医療や介護ロボットの実用化などを支援します。      ……………………………:

特別枠において厚生労働省が要望している事業 目  標

○

○

○

○

○

難病等の治療法等、再生医療技術等の開発

次世代のがん治療の開発

革新的新薬・医療機器の臨床試験拠点の整備

先端医療技術の開発推進

福祉用具・介護ロボットの実用化支援

日本発シーズの実用化に向けた薬事戦略相談

医薬品等の安全性向上のための医療情報収集

◇

一
◇

の
い

革新的新薬・医療

機器、再生医療、
生活支援ロボット
の開発・実用化

経済波及効果 1.7兆円

新規雇用   3万 人

ドラッグ・ラグ、
デバイス・ラグ
の解消



大学・研究所
ベンチャー企業等
(シーズの提供等 )

研究プロジェクト等
(臨床試験を実施)

ト

有望なシーズを

速やかに臨床試験ヘ

戦略
相談

早期日探索的臨床試験拠点

○特定分野ごとに拠点のインフラを整

備
・企画、立案、評価のための人件費
口設備整備費
・新規薬物等の品質確保費用
・動物実験費用

実施
蝙

○臨床試験に必要な費用
口治験薬の製造
ロデータモニタリング業務
・データ管理業務  等

等

○シーズ発見後の大学・

ベンチャー等における実用
化に向けたPMDAの相談

○医薬品等の安全対策を目的
とした医療情報データベース

本

医

６６

に
革
器

界

の
機

選

畷



新成長戦略(平成 22年6月 18日閣議決定)肝連部分の抜粋

第 3章 7つの戦略分野の基本方針と目標とする成果

強みを着ガ1支″f分野

ζ2ノ ライフ =イ/ベーシヨン/_~よる健康大国戦略

い 場 年までのF″
『医療・介護・健康関連サービスの需要に見合つた産業育成と雇用の創

出、新規市場約 50兆円、新規雇用 284万人』

(医療・介護・健康関連産業を成長牽引産業へ)

我が国は、国民皆保険制度の下、低コス トで質の高い医療サービスを

国民に提供してきた結果、世界一の健康長寿国となつた。世界のフロン

ティアを進む日本の高齢化は、ライフロイノベーション (医療・介護分

野革新)を力強く推進することにより新たなサービス成長産業と新 口も

のづくり産業を育てるチャンスでもある。

したがって、高い成長と雇用創出が見込める医療・介護 自健康関連産

業を日本の成長牽引産業として明確に位置付けるとともに、民間事業者

等の新たなサービス主体の参入も促進し、安全の確保や質の向上を図り

ながら、利用者本位の多様なサービスが提供できる体制を構築する。誰

もが必要なサービスにアクセスできる体制を維持しながら、そのために

必要な制度・ルールの変更等を進める。

(日本発の革新的な医薬品、医療・介護技術の研究開発推進 )

安全性が高く優れた日本発の革新的な医薬品、医療・介護技術の研究

開発を推進する。産官学が一体となった取組や、創薬ベンチヤーの育成

を推進し、新薬、再生医療等の先端医療技術、情報通信技術を駆使した

遠隔医療システム、ものづくり技術を活用した高齢者用パーソナルモビ

リティ、医療・介護ロボット等の研究開発・実用化を促進する。その前

提として、 ドラッグラグ、デバイスラグの解消は喫緊の課題であり、治
験環境の整備、承認審査の迅速化を進める。



《21世紀の日本の復活に向けた 21の国家戦略プロジエクト》

強みを房
"1ブ

ブ妄分野

」.ライフ =イノベーション/_琺″ る国家戦略ノ″ジェクト

今後、飛躍的な成長が望まれる医薬品 口医療機器・再生医療等のライ

フサイエンス分野において、我が国の技術力・倉1造力を発揮できる仕組

みづくりに重点に置いたプロジェクトに取り組む。また、医療分野での

日本の「安心」技術を世界に発信し、提供する。

4.医療の実用化促進のための医療機関の選定制度等

がんや認知症などの重点疾患ごとに、専門的医療機関を中心としたコ

ンソーシアムを形成し、研究費や人材を重点的に投入するほか、先進医

療に対する規制緩和を図ることにより、国民を守る新医療の実用化を促

進する。

また、患者保護、最新医療の知見保持の観点で選定した医療機関にお

いて、先進医療の評価・確認手続を簡素化する。

これにより、必要な患者に対し世界標準の国内未承認又は適応外の医

薬品・医療機器を保険外併用にて提供することで、難治療疾患と闘う患

者により多くの治療の選択肢を提供し、そのような患者にとつての ドラ

ッグ・ラグ、デバイス・ラグを解消する。

新たな医薬品・医療機器の創出、再生医療市場の顕在化などにより、

2020年までに年間約 7,000億円の経済効果が期待される。



2.医療・介護と連携した健康関連サービス産業の成長促進と雇用の創出

Ⅱ 健康大国戦略

早期実施事項

(2010年度に実施する事項)

医療・介護と関わる生活を支援する

事業者を中心としたコンソーシアム

の形成

先進的な取組を踏まえた地域の健康
づくり成功モデルの追求、展開促進

研究者・民間事業者等による国保有
のレセプトデータ等の利活用に関す
るルールの整備

医療技術実用化を加速する臨床研

究コンソーシアムの創設検討、重点

研究テーマの設定

。再生医療に関する前臨床―臨床研

究事業の一元的な公募審査
。再生医療の臨床研究から実用化ヘ

の切れ目ない移行を可能とする制度
的枠組みの検討

基盤技術開発や人材育成等による
バイオベンチャー支援の検討開始

高齢者用パーソナルモビリティ(個

人用移動装置)の公道使用の検討
開始

2011年度に
実施すべき事項

・医療・介護と生活との関わりを支援する

健康関連サービス事業者の品質基準の

整備
・医行為グレーゾーンの整理・明確化
・医療・介護・健康関連サービス事業者
間の連携標準約款の策定
(いずれも継続的に2010年度から措置)

データ利活用の申請受付
の開始(2011年度早期)

コンソーシアムの創設と研究支
援人材配置口研究費の重点配
分・先進医療等の規制緩和

。再生医療の公的研究開発事業のフア
ンディング及び進捗管理の一元的実施
・再生医療の実用化促進に資する制度
的枠組みの整備

バイオベンチャー支援拠点枠組み形成、

基盤技術開発、環境整備

生活支援ロボットの基本安全性・評価

手法の確立、安全性の確立したものに
ついての普及策の検討

「(新 )健康日本2¬ 」策定(2012年度

までに)、 その取組の推進

保険者による健康づくりを促進させる
インセンテイブ制度の設計・導入

再生医療の実現化ハイウェイ構想

バイオベンチヤー支援拠点の整備、基

盤技術開発

開発状況に応じた個別の安全基準及び

認証体系・インフラの整備、普及策の実
施

健康関連サービス産業
(※ )と雇用の創出
市場規模  25兆円
新規雇用  80万人

生活習慣病の大幅改善
(参考)全死亡者数の6割、国民医療費の
3割 (約 11兆円)を生活習慣病で費消

健康寿命の延伸
(参考値)健康寿命 :男性73歳・女性78歳

― WH02010(平 成19年値)

※「新しい公共」や民間事業者による健

康・生活支援サービス(疾病予防・疾病

管理サービス、配食、移動・移送、健康
食品、健康機器、健康リテラシー教育、
癒し、温泉指導、フィットネス、バイタル
センサー配備等の住宅サービス等)

革新的新薬・医療機

器、再生医療、生活支

援ロボットの開発・実
用化

経済波及効果1.7兆円
新規雇用3万人

多様な事業者のシームレスな連携を前提とした医療・介護・健康に係る個人情報の取

扱ルールの策定、情報システムの標準化・互換性確保

書

l

I

l

l

国民の健康な生活を支えるサービス提供人材

(健康リテラシー向上や医療等情報システムを担う人材を含む。)の強化・育成

促進3新たな医療技術の研究開発口実用
・１
レ
し
１
１

　

１
１

　

・
　
・
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，

2013年度までに

実施すべき事項

2020年までに
実現すべき成果目標



Ⅱ 健康大国戦略

早期実施事項

(2010年度に実施する事項)

4.ドラッグ・ラグ、デ′`イス・ラグの解消l

未承認薬・機器を提供する医療機関
の選定とネットワーク化

「治験活性化5カ年計画」の評価

未承認医療機器の臨床研究に係る

薬事法適用範囲の明確化

。医薬品医療機器総合機構の人員増
強、アカデミア・企業等との人材交流
・臨床評価ガイドライン等の各種ガイド

ラインの策定
。アジア各国の審査機関への技術協力
の検討

医療データ活用のための個人情報
の保護に関する指針の整備

5.医療の国際化推進

国際医療交流 (外国人患者受

入れ)のための
口規制緩和の検討・実施
口推進体制・認証制度創設の検討

・いわゆる「医療滞在ビザ」の設置(査
証・在留資格対応 )

・外国人医師・看護師による国内診療等
の規制緩和の検討

・外国人患者受入れ推進体制 (プロモー
ションを含む。)の検討

。医療言語人材の育成

2011年度に

実施すべき事項

先進医療の評価・確認手続の

簡素化

早期臨床試験の強化やグローバル臨床

研究拠点の整備を含む「ポスト治験活

性化5カ年計画」の策定

「日本発シーズの実用化に向けた薬事

戦略相談 (仮称)」の創設

・既存データベースの活用
。大規模医療情報データベースの構
築・医薬品等安全対策への活用

革新的医薬品・医療機器を評価するた
めの償還価格制度の見直し検討

国際 医療交流のための
口規制緩和の実施
口推進体制及び認証制度の整備
・医療機関のネットワーク化

・外国人医師・看護師による国内診療等の

規制緩和の実施

・外国人患者受入れ推進体制(プロモーショ
ンを含む。)の整備

・外国人患者受入れに資する医療機関認
証制度の整備

。医療機関のネットワーク化

2013年度までに

実施すべき事項

新治験活性化計画の実施

2020年までに

実現すべき成果目標

ドラッグラグ、デバイ
スラグの解消

日本の高度医療及び

健診に対するアジア
トップ水準の評価・地
位の獲得

医療機器の開発・製造に係る法的論点の整理と解決
:

人員750名                i

米国並みの審査期間 (医薬12ヶ月、機器14ヶ月
1達
成

‡

:

I

償還価格制度の見直し     
書

ま

l

|

「国際医療交流」  海外医療機

入れ開麿
から本格受
  羅堪F連

携

70




